
4 知的資産創造／2022年2月号

特集 カーボンニュートラル宣言が自動車業界にもたらすインパクトと広がるサービス市場

要　約

1 昨今の各国によるカーボンニュートラル宣言に呼応して、自動車産業は一斉に脱CO2の
取り組みを加速している。その中心となるのが、EVやFCVなどの電動車を積極的に市
場投入する動きである。先進国乗用車メーカーは、平均すると2040年には新車販売台数
をすべてEVまたはFCVに置き換える計画を立てている。

2 ただし、製品を電動車に切り替えるだけでは、CO2ネットゼロは達成し得ない。また、
自動車メーカーにとっては、ガソリン車並みの収益性を維持し続けることも困難であ
る。特に日本国内では、交通事情やエネルギー構成の問題、あるいは雇用問題など多く
の「EVシフトできない壁」が存在する。

3 環境性と経済性を両立させるには、従前のビジネスモデルを変革する必要がある。既に
テスラをはじめとした新興EVメーカーは、既存のしがらみにとらわれることなく、自
動車業界の慣習や産業構造を破壊するビジネスモデルを組み立て、関連する新サービ
ス事業を立ち上げている。

4 日本の自動車産業の競争力維持に向けては、先進企業をなぞるだけでは勝てない。日本
の強みを活かしたユニークなビジネスモデルをいかに早く構築できるかがカギを握る。
たとえば、e-Fuel、水素エンジンのような選択肢を増やすこと、水素関連の要素技術を
育て守ること、製造工程での脱CO2技術を事業に転換すること、あるいは循環型ビジネ
スの立ち上げなど、日本固有の産業構造や蓄積されたノウハウを活かしたビジネスモデ
ルの構築が必要である。

Ⅰ　各国政府のカーボンニュートラル宣言とEVシフトを妨げる大ジレンマ
Ⅱ　完成車メーカーのEVシフトとそれらがもたらす業界構造変化
Ⅲ　EV時代に求められるビジネスモデル
Ⅳ　日系自動車産業の生き残り策
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カーボンニュートラル宣言が
自動車産業にもたらす機会と脅威
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した。
自動車業界では近年、CASEと呼ばれる百

年に一度の産業変革が叫ばれており、日系自
動車産業にかかわる各社は、それらの経営イ
ンパクトを探りながら対応策を模索してき
た。ただし、従来型の事業構造を支える必要
があるプレーヤーにとって、事業構造改革は
容易ではなく、その転換スピードはテスラに
は到底及ばない状況である。

本章では、各国の「カーボンニュートラル
宣言」が自動車産業にもたらすインパクトの
概要を示すとともに、トヨタ自動車や日産自
動車、ホンダのような従来型の完成車メーカ
ーが、事業転換にあたって抱えているジレン
マについて述べる。

1 各国のカーボンニュートラル宣言
 と自動車産業へのインパクト

自動車×カーボンニュートラルというと
EVを真っ先に想像される人も多いだろう。

Ⅰ	各国政府のカーボンニュートラル
	 宣言とEVシフトを妨げる
	 大ジレンマ

2021年10月、米国新興EVメーカー、テス
ラの時価総額がついに 1 兆ドルを突破した。
その規模は日系自動車メーカー合計の 2 倍以
上であり、自動車メーカーとしては初の大台
である。背景には、昨今の各国・各産業にお
けるカーボンニュートラル宣言がある。これ
を受けて、脱CO2銘柄は株式市場や一般消費
者から高い期待を持たれており、テスラ株は
その追い風を受けている（図 1 ）。

テスラにおいて注目すべきは、単に環境対
応車をリリースしたという点にとどまらない
ことである。従来型の自動車メーカーにとっ
て利益を出しにくいとされてきたEV（電気
自動車）だったが、テスラはそのEV事業で
利益が出るビジネスモデルを確立すること
で、環境追求と事業成長が両立することを示

図1　テスラと日系自動車メーカーの時価総額推移
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ただ、このEVはこれまで何度か市場が立ち
上がるとされながら、ニッチ市場に受け入れ
られるにとどまり、結果、一時的なブームで
終わってしまっていた。

しかし、今回のEV市場の立ち上がりは、
ブームではなく大きなトレンドとして捉える
べきである。これまでとの大きな違いは、各
国の環境政策・産業政策やパリ協定、SDGs
といった世界的な枠組みを背景として、EV
市場が立ち上がっている点である。

英国では、2030年にはガソリン車の販売を
禁止、35年にはHEV（ハイブリッド車）も
禁止する。フランスでも40年までにHEV、
PHEV（プラグインハイブリッド車）を含む
内燃機関車の販売を禁止にする。また、EU
としては、35年までにガソリン車、HEV、
PHEVの新車販売を禁止する包括案を掲げて
いる。

ガソリン車やディーゼル車と比べて初期購
入価格が高いとされてきたEVであるが、そ
れに対しても手厚い補助金政策が相次いで出
されている。たとえばドイツでは、20年より
最大9000ユーロ、PHEVでは、6750ユーロの
補助金を出している（表 1 ）。これらの販売
促進策により、EVは、実売価格においてガ
ソリン車と同等の価格レベルにまで落ち着い

てきた。
また、中国においても、EVをはじめとす

る新エネルギー自動車（PHEV、EV、FCV）
産業の底上げに向けて、戦略的な政策目標が
掲げられている。

中国政府は、60年までにCO2排出量実質ゼ
ロを目標にすると表明しているが、それを実
現する重点戦略に自動車の環境対応化が位置
付けられており、35年をめどに新車販売のす
べてを新エネルギー自動車とHEVにする方
針である。

既に中国は、20年にはEV販売台数100万台
以上と、世界最大のEV市場を形成してお
り、21年に入ってからもその勢いはさらに増
している。同年 1 〜10月の新車販売台数全体
に占める新エネルギー自動車の比率は、20年
1 年間の5.4％から12.1％に急増しており、通
年で中国のEV販売台数が300万台を超えるの
は確実視されている。25年には新車販売台数
の 2 割を新エネルギー自動車とする目標（図
2 ）であるが、さらに前倒しして達成される
と見込まれており、中国は今後もEV市場を
牽引していくだろう。

これら欧州・中国のEV振興策で注目すべ
きは、単に環境政策の一環として掲げている
ものではないということである。双方とも
に、表向きは地球環境対応を押し出しつつ
も、背後には自国産業の成長を狙っているこ
とが挙げられる。HEVで出遅れた両者にと
って、比較的シンプルな車両構造で、かつ環
境面においても優れているEVは、グローバ
ルで競争する自動車メーカーを出し抜きつ
つ、社会を味方につけやすい武器として捉え
られている。

さらに、欧州の賢い点として、自国エリア

表1　欧州各国のEV補助金政策

ドイツ 2020年からEVは最大で9000ユーロ、PHVでは6750ユーロ
を補助

フランス CO2排出20g/km以下の車両に対して最大7000ユーロの補助

英国 EVには最大3000ポンドの補助

オランダ EVには最大4000ユーロの補助

ノルウェー 駐車場や有料道路の無料化などの優遇策
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ある。
また、新エネルギー自動車普及目標として

は、30年に新車の 5 割をPHEV、EV、FCVと
する目標を掲げている（HEVは新エネルギ
ー自動車定義から外されている）。それを支
える仕掛けとして、 4 年間で50万カ所の充電
ステーションの設置や、消費者に対する電動
車購入支援に向けた予算を織り込んでいる。

このように、従来消極的とされてきた米国
政府の姿勢は明らかに変わってきており、欧
州発の競争軸転換は急速にグローバルに波及
していることがうかがえる。

2 カーボンニュートラル車の
 消費市場見通し

このように、EVシフトの波は各国政府や
メーカーの戦略によってグローバルの潮流と

に閉じないルールづくりを進めたことが挙げ
られる。グローバルでの自動車産業は、QCD

（品質・コスト・納期）がその競争軸であっ
たが、それに環境軸を加えることを欧州域内
だけではなく、他先進国にも波及させること
に成功した。

米国では、バイデン政権発足後、環境政策
に力点を置いており、欧州各国に追随するか
のように、 4 年間で 2 兆ドル規模のクリーン
エネルギーへの投資を実施予定である。CO2

排出量については、35年に電力セクターでネ
ットゼロ、50年までに社会全体としてネット
ゼロ達成を目標に掲げている。そのロードマ
ップとして、30年までにCO2排出量を05年比
で50〜52％削減すると約束している。これ
は、25年までに26〜28％削減するとしてきた
従来の目標を、 2 倍近くに引き上げるもので

図2　中国新エネルギー自動車政策概要

主要な共通技術
（2025年）

最先端のテクノロジー
（2030年）

主要な画期的技術
（2035年）

ドライブモーターと
パワーエレクトロニクス

● 統合され小型化された電気駆動
モジュール

● ハイパワー密度のフルSiC（炭
化ケイ素）型インバーター

パワーバッテリーと
管理システム

● 高性能・低コストの駆動電池技
術

● 燃料電池電源システム

● 幅広い温度適用範囲を備えた高
ネルギー密度／高安全性急速充
電に対応型のバッテリー技術

知能化と
ネット化技術

● 環境感知システム技術
● 高精度GPSシステムと地図
● 通信および情報相互作用P/F技
術

● 統合制御・実行システム技術

● インテリジェントネットワーク
自動車情報セキュリティ技術

● インテリジェントソリッドス
テート型LiDAR

● 次世代ICT

出所）中国国務院弁公庁「新エネルギー自動車産業発展計画（2021～ 2035年）」より作成

新エネルギー自動車産業発展計画（2021─2035）

市場規模：NEV新車販売台数シェアは約20%
エネルギー消費量：EV新車の平均点は

12.0kWh/100kmまで削減

市場規模：EVは新車販売の
主流となる

限定エリアと特定シーンで
高度な自動運転車のビジネス化を実現

高度な自動運転車の
規模化応用を実現

● インホイールモーター型の分
散駆動システム

● 次世代超高出力密度SiC型イン
バーター

● 全固体電池技術

● 3Dプリンター製造技術
● ビッグデータ技術
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ろう。
NRIでは、将来のグローバルEV市場を図 4

のように試算している。現在は200万台程度
の市場であるが、30年までに最大約15倍の
3000万台弱市場に達すると見ている。現在の
20〜30代がメインの購入者となる30年代以降
は、さらに成長スピードを速めていく可能性
が高い。したがって、グローバルを戦場とす
る日系自動車メーカーにとって、EVはもは
や避けることができない正面の課題と捉える
べきである。

一方で、容易にEVシフトへと舵を切れな
いジレンマも存在する。次節では、特に日本
国内の事情に焦点を当てる。

3 日本におけるEVシフトを妨げる
 大ジレンマ

日本における脱炭素の動きは、菅政権時代

なっており、これまでのようなエンジン車主
体の産業に戻ることはもはやないだろう。そ
れを裏付けるもう一つの証左として、EV消
費市場も共鳴していることが大きい。

図 3 は、各地域の一般消費者のEVに対す
る受容性について野村総合研究所（NRI）が
調査したものである。注目すべきは、若い世
代ほどEVに対する関心が高いということで
ある。地域によって程度の差こそあるもの
の、2030年代以降、メイン購入者となる若年
齢層はEV関心意向が強い。

現在、EVを忌避する層の意見として、イ
ニシャルコストの問題や充電ステーションな
どのインフラ未整備を指摘する声、あるいは
電力不足を懸念する声があるが、欧州を中心
とした官民一体でのルールメイキングと巨額
の投資計画、そして消費者意識の変化を考え
れば、それらの問題点は早晩、解消されるだ

図3　消費者のEVに対する関心意向
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出所）野村総合研究所「自動車に関する 4カ国調査」（2021年）より作成
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のカーボンニュートラル宣言（2020年）あた
りから本格的に始まった。このカーボンニュ
ートラル宣言では、50年のCO2排出ゼロを掲
げた。さらに、21年 4 月に、30年の温室効果
ガスを13年比で46％削減するなど上方修正し
ている。この目標値自体は、先進諸国と比較
しても見劣りするものではない。

ただし、自動車関連の目標となると、やや
トーンダウンしている状況である。政府は、
35年に国内の新車販売をすべて電動車に切り
替える目標を設ける方向で調整しており、企
業や消費者に対するイノベーション基金や補
助金を追加する計画ではある。ただし、ここ
には欧米が電動車の対象外とするHEVも含
まれているのが大きな違いである。

この背景として、国内においては、EVが
製造工程を経て消費者にわたり、利用され最
終的に廃棄されるまでのいわゆるライフサイ
クルで見た場合に、環境面でベストチョイス
とはならないことが挙げられる。

欧米諸国と比べて生涯走行距離が短い日本

市場は、ガソリン車においても走行時のCO2

排出量がそもそも少ない。すなわち、EVに
切り替えたところで、 1 台当たりの走行時の
CO2排出量は欧米諸国よりも削減されないこ
とを意味する。

加えて、再生エネルギー化率が低いことも
大きなハードルとなっている。EVはバッテ
リー生産時に多量のエネルギーを使用する
が、そのエネルギー源が化石燃料を主体とす
る発電によって賄われる日本では、車両生産
時におけるCO2排出量が、EVの走行時に削
減できるCO2排出量より上回るケースが出て
くるのだ（図 5 ）。

欧州のような再生エネルギー化率が高い国
であれば、EVは環境面でもメリットが大き
いと言い切れるが、日本では実はHEVが最
も地球にやさしいパワートレインであるとい
う違いがある。

さらに、日系の自動車メーカーはHEVで
の競争力が高いということも、EVシフトが
遅れている一つの要因であるだろう。前述し

図4　グローバルEV市場予測（NRI）
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たように、EVは新興国のメーカーでも短期
間で車両生産ができるが、HEVはそうはい
かない。この技術優位性を「てこ」としてこ
こ20年程度、日系自動車メーカーは環境対応
で常に上位に食い込んでいたが、昨今のルー
ル変化でその強みが逆に足かせとなってしま
った可能性は否定できないであろう。

最後に挙げられるのが、雇用問題である。
自動車大国ドイツでは、自動車産業にかか

わる160万人の雇用者のうち、30万人の雇用
がEVシフトによって失われるという試算が
ある。欧州の自動車メーカーは、既に大規模
なリストラを進めており、その中には間接部
門・管理職に加え、長年、内燃機関開発に携
わってきたエンジニアや技能者も多数含まれ
る模様だ。ダイムラーは19〜22年にかけて 1
万人を削減予定であり、また、アウディもデ
ジタル・EV部門の新規雇用を積極的に行う
一方で、従来から在籍する従業員について
は、25年までに9500人削減する予定である。

このように、EV時代においても人材が引

き続き重要な経営資本であることは変わらな
いが、ポイントは、エンジン車の開発・製造
に携わってきたエンジニアがそっくりそのま
まEV部門に移れるわけではないということで
ある。ミスマッチを早めに解消するため、欧
州勢はリストラと積極雇用を並行している
が、これと同じようなことが日本でもできる
かというとそう簡単にはいかない。日本国内
では、「リストラ」というと、経営が行き詰ま
った際の最後の手段と位置付けられているた
めである。完成車メーカーの経営陣も、事業
転換と併せて人材ポートフォリオの転換を図
る必要性は認識しているものの、足元の経営
状況が落ち込んでいない中で、欧州勢のよう
な思い切った決断を下すのは難しいと思われ
る。

さらに深刻なのは、完成車メーカーに部品
や製造装置を納める中小企業である。国内に
は、ガソリンエンジンやディーゼルエンジン
を構成する鋳造・鍛造部品や、製造機械の製
造を主業とする中小・零細企業が多数ある

図5　各国の再生エネルギー比率
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が、これらのメーカーにとってEVシフトは
死活問題である。既に、エンジン部品の工作
機械を製造する国内メーカーの中には、完成
車メーカーからのオーダーストップやプロジ
ェクトの延期により、経営破綻に追い込まれ
ている事例もある。

このように、急激なEVシフトは、雇用問
題や地域経済に大きな負のインパクトを与え
る可能性がある。完成車メーカーにとって、
EV開発に関する技術的ハードルよりも大き
な経営課題として捉えられている（図 6 ）。

Ⅱ	完成車メーカーのEVシフトと
	 それらがもたらす業界構造変化

1 完成車メーカーにおける
 カーボンニュートラル宣言概観

本章では、このようなグローバル競争変化
の中で、主要自動車メーカーがどのような戦
略転換を図ろうとしているのか、またその結
果、どのような業界構造変化をもたらすのか
について概説する。

現在、グローバル自動車メーカーが続々と
EVシフトを強めている。図 7 は、各社にお

ける2050年までの電動車（FCV、EV）の新
車販売計画である。全体の傾向としては、フ
ォルクスワーゲン（VW）やホンダが計画す
る30年に半数、40年に全新車を電動車に切り
替えるというラインがベンチマーク値となり
そうだ。40年時点での全新車の電動車シフト
は、車両ライフサイクルを考えれば50年に
CO2ネットゼロという先進国のカーボンニュ
ートラル宣言と整合が取れる計画と見受けら
れる。

中でも積極的なのが、ジャガーやアウデ
ィ、メルセデス・ベンツなど、欧州の高級車
メーカーである。EVバッテリーのイニシャ
ルコストを比較的吸収しやすい高級車セグメ
ントで、かつ、クリーンエネルギーを安価に
調達しやすい欧州域を主戦場とするメーカー
ということを考えれば納得しやすい。

テスラ以外の米国自動車メーカーも積極的
である。フォードは、21年12月の発表におい
て、 2 年以内に世界第 2 位のEVメーカーを
目指すとしており、実現に向けてバッテリー
などのEV関連投資を積み増す計画である。
また、ゼネラルモーターズも、35年にはゼロ
エミッション車のみの販売に切り替えるとし

図6　日本がEVシフトできない理由

雇用の維持

日系自動車メーカー

エンジン車・HEVで
培ってきた資産

サプライヤー網の維持・
地域経済への影響

日本のエネルギー事情・
交通事情
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動車が30年のEV販売台数目標を350万台とす
ると発表した。これは、EVとFCVを合わせ
て200万台としていた従来の計画を大幅に引
き上げた形である。また同月には、軽自動車
大手のダイハツも、30年に国内で販売する新
車をすべてハイブリッド車とEVにするとい
う目標を掲げた。今後、その他の日系自動車
メーカーも先行プレーヤーに追随すべく、
EVに対する野心的な計画が具体化されてい
くだろう。

2 自動車業界の構造変化
このような完成車メーカーのEVシフト

は、数十年来維持されてきた自動車産業構造
を破壊するといわれている。本章ではこの中

ており、25年までに米国におけるEVマーケ
ットのリーダーになることを目指している。

一方、日系メーカーは控えめな計画であ
り、また、いまだEVやFCV販売に関して明
確な数値目標を掲げていないメーカーも多
い。これは先に述べた日本固有の事情がある
ほか、図 7 で示した電動車の定義として、各
国政府の定義に基づいてHEVを含まなかっ
たことも理由の一つである。

ただし、その日本でも直近の動きには変化
が見られている。21年10月、日産自動車は

「Nissan Ambition 2030」において、EVバッ
テリーの本命と期待されている「全固体電
池」を搭載したクルマを28年度に市場投入す
る計画を発表した。21年12月には、トヨタ自

図7　主要自動車メーカーの電動車の新車販売計画
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出所）各社ニュースリリースより作成（点線部は推計）

ジャガー
● 2025年からEV専業ブランドへ
● 2030年に売上の100％をEVへ

アウディ
● 2025年以降に導入する新車はすべてEV
● 2033年に原則としてエンジン製造終了

ボルボ
● 2025年に50％をEV
● 2030年にはすべての販売をEVに

メルセデス・
ベンツ

● 2030年までに新車販売をEVのみに

ルノー ● 2030年までに90％をEV

ゼネラル
モーターズ

● 2035年にゼロエミッション車のみの販
売に

BMW ● 2030年までに新車の半数以上をEVへ

ホンダ
● 2040年にすべての新車をFCVかEVに
（先進国では2030年に40％、2035年に
80％）

フォルクス
ワーゲン

● 2030年に半数をEV
● 40年に主要市場ほぼすべてをEVに

フォード ● 2030年に新車40％をEVに

トヨタ
自動車

● 2030年にEV、FCVで350万台
● 従来型ガソリン車を2040年代までに廃
止

現代自動車
● 25年にEV販売100万台
● EV比率を2030年に30％、40年80％

マツダ ● 2030年のEV比率25％
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身について解説する。
自動車業界でのモノづくりは、従来、完成

車メーカーを頂点としたピラミッド構造で成
り立ってきた。それらを構成する多数のプレ
ーヤーを束ね、すり合わせを行いながらクル
マを市場に届けるノウハウこそが、完成車メ
ーカーの競争力の源泉であり、異業種プレー
ヤーからすると最大の参入障壁であった。

ところが、EVの普及によって、特定のコ
アコンポーネントを持つプレーヤーが、この
ピラミッド構造を破壊し始めている。たとえ
ば、EVのコアとなるバッテリーは既に寡占
化が進んでおり、自動車メーカー各社は系列
や国籍を超えて、安定調達に向けて資本提携
を含めたバッテリーメーカーとの関係構築を
図っている。車載バッテリー業界トップの
CATLは、中国自動車メーカーはもちろんの
こと、VW、BMW、ダイムラーといった欧
州勢にバッテリーを供給するほか、トヨタ自

動車とも提携関係を結んだ。
一方、トヨタ自動車は、これまではパナソ

ニックとの合弁によりバッテリーを調達して
いたが、他方、CATLやBYDとも提携して
おり、従来の調達関係にこだわらない戦略を
取っている。

バッテリー以外でも e アクスルと呼ばれる
駆動ユニット、モーター、インバータなどを
一体化したモジュールを手掛けるシステムサ
プライヤーが登場している（図 8 ）。EVシフ
トは、部品の単品供給にとどまっていた部品
メーカーにとっては、製品カバー領域と顧客
拡大を同時に実現できる大きな事業機会であ
り、大手Tier1同士の再編が加速している。

中でも注目すべきは日本電産であろう。日
本国内では、モーターのリーディングカンパ
ニーという印象が強いが、自動車業界、特に
中国の完成車メーカーにとっては、自動車の
システムサプライヤーとして認知されてい

図8　国内外のｅアクスルプレーヤーと業界構造変化

OEM

モーターTier1

Tier0.5
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インバータ 駆動ユニット

モーター インバータ 駆動ユニット

OEM／新興EVメーカー

ｅアクスル

出所）各種報道資料より作成

マレリ
● 旧カルソニックと統合（2019年）
● フランスと中国にｅアクスル量産工場を新設
● 25年に100万基の供給を目指す

Vietesco
Technologies社

● 独コンチネンタルから分離（2019年）
● プジョーが投入する小型EV向けのユニットを供給

ボルグワーナー ● 現代自動車が23年投入のEVに対し、動力装置納入

ボッシュ
● ｅアクスルに加え、バッテリー、ステアリング、ブレー
キも一体にしたEVプラットフォーム「Rolling Chassis」
を開発

ブルー
イーネクサス

● デンソー、アイシン、トヨタ自動車が共同出資（2019年）
● 電動駆動モジュールから電動化システムの開発・販売・
各種サービス提供

ジャトコ
● 25年までにeアクスルの量産を開始
● 国内外のEVメーカーへ販売

日本電産

● 工作機械メーカー（三菱重工工作機械、OKK)を相次い
で買収（2021年)

● 中国で先行。広州汽車、吉利汽車に供給開始
● ｅアクスル販売を25年に250万基、30年1000万基を計画
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異業種からの参入は今後も増えてくるだろ
う。たとえば、Apple、バイドゥ、アリババ、
ソニーといったITプレーヤーも、そのブラン
ド力や販売力を武器に、完成車メーカーとし
て同市場に乗り込んでくる可能性がある（図
9 ）。

このような系列や納入実績、あるいは業種
を超えた構造変化は、20年ほど前に日系各社
がHEVを市場に送り出した時期には見られ
なかった変化である。こういった異業種から
の参入は、自動車業界をさらなる変革に導く
だろう。一般消費者の目線で見れば、そのメ
リットを享受する機会も増えていくのではな
いだろうか。

Ⅲ	EV時代に求められる
	 ビジネスモデル

ところで、自動車業界はEVシフトによっ

る。2030年には1000万基の e アクスル販売を
計画するなど、その規模やポジションは、大
手Tier1と位置付けられていたプレーヤーに
取って代わる可能性がある。

さらに大きな動きとして、EVプラットフ
ォーマーと呼ばれるプレーヤーが出てきてい
る。エレクトロニクス業界で有名な台湾のフ
ォックスコンが一例であるが、彼らのモノづ
くりラインアップは、EVのハードをほぼカ
バーしており、それらを自動車の開発・製造
ノウハウを持たない新興プレーヤーに製品を
納入する仕組みの整備を進めている。商用車
業界でも、Amazonや佐川急便などの輸送ト
ラックやバンのユーザー自らが、自社の物流
オペレーションに適した車両をEVプラット
フォーマーに生産委託して導入している。

このように、他業界からの参入が難しいと
されてきた自動車業界であるが、ハードのプ
ラットフォーマーが出てくることによって、

図9　EV時代における自動車産業構造変化
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て収益力を維持・向上できるのだろうか。ま
たEVシフトによってカーボンニュートラル
は本当に達成できるのだろうか。結論から述
べると、いずれもEVシフトだけでは達成し
得ない。

まず、収益性の観点から述べよう。端的に
いえば、収益力の維持にあたって、EVや
FCVという製品を市場に送り出すだけでは
不十分であり、むしろエンジン車事業よりも
低下する可能性すらある。クルマがユーザー
に提供する「移動する・運転を楽しむ」とい
う本来のベネフィット（≒自動車メーカーに
とってのリターン）は、EVになってもさほ
ど変わらない。一方、バッテリーやインフラ
などの莫大な追加コストは誰かが負担しなけ
ればならない。その負担者は国であり社会全
体であるのだが、その中核となる完成車メー
カーが「負担者」から逃れることはまず考え
にくいからである。

また、環境性の観点からもEVを投入する
だけではCO2ネットゼロは達成し得ない。
EVは走行時のCO2排出は少なくなるとされ
るが、それはバッテリーに充電される電力が
再生可能エネルギーで賄われたケースの話で
あり、現在の各国の電源構成からすると、欧
州であってもCO2はゼロにはならない。

また、EVやバッテリーを製造する過程
で、自動車メーカーや部品メーカー、素材メ
ーカーの各工場で多量のCO2が排出される。
日本国内でのジレンマで述べたとおり、地域
の交通事情やエネルギー構成によっては、
EVはむしろ環境にとってマイナスになるケ
ースもあり得る。

以降、こうした現状に対して、いくつかの
企業がEV時代に推し進めようとしている環

境性、経済性の確立に向けたビジネルモデル
変革や戦略転換のケースを紹介する。

1 EVのオンライン販売
（1）	 テスラのオンライン販売

冒頭で挙げたEV時代の雄とされるテスラ
であるが、近年、彼らが市場からもてはやさ
れている理由は、単にデザイン性に優れた
EVを世に送り出したからというだけではな
い。さらに、従来の自動車産業のビジネスモ
デルを壊す、模倣困難な「仕掛け」を複数実
行したことにある。

ここでは代表的なものの一つとしてオンラ
イン販売について取り上げる。

2019年、テスラのCEOイーロン・マスク
は販売を完全オンラインにすると宣言した。
すなわち、ディーラーなどの販売拠点をなく
し、車両の購入はオンライン経由のみにする
という方針である。

これに関連するが、同社は広告宣伝費をか
けないことで知られている。TVCMはもち

図10　テスラと日系乗用車メーカーの売上高販売管理費比率推移
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からディストリビューター、販売ディーラー
へとわたり、ディーラーから最終顧客に販売
されていた。すなわち、自動車メーカーは厳
密には最終顧客と接点を持っておらず、顧客
情報は、各地域のディーラーが抱えている構
造であった。メーカーにとってディーラーは
大事な顧客でもあり、したがって、ディーラ
ーを飛び越して最終ユーザーにコンタクトす
ることは基本的には難しい状況であった。

一方、テスラはディーラーやディストリビ
ューターといった販売網を持っていない。後
発参入者故の強みでもあるが、こうしたプレ
ーヤーを中抜きすることで、ユーザーと直接
つながることに成功した。

これは、顧客情報を気兼ねなく入手し、自
社の資産として活用できるという意味で、自
動車メーカーにとっては大きな一歩である。
ユーザーニーズの収集が進めば、車両開発へ
のフィードバックが強化され、買い替え促進
などのビジネスの高度化、あるいは顧客起点
でのソリューションサービスの立ち上げにも
大きく寄与するであろう。

既存の自動車メーカーにとっても、販売チ
ャネルの再構築やその役割の見直し、あるい
はコネクテッド技術の活用により、顧客接点
の確保を進めるべきであろう。それらを「て
こ」とした、エネルギー関連サービス、エン
タメサービス、運行管理サービスなどを通じ
て、EVハード単体からの収益に頼らないビ
ジネスモデルの構築が求められる。

2 EV専用プラットフォームと
 柔軟な生産体制

第Ⅱ章にて、VWが、2030年にEV販売比
率を50％に引き上げる計画であり、その比率

ろんSNSなどを使った発信はせず、ユーザー
間の口コミであったりイーロン・マスク自ら
が広告塔となったりすることで代替してい
る。

この販売にかかわる二つの方針は、「お金
を掛けてでもお客様に振り向いていただき、
買っていただく」という、これまでの自動車
業界の常識を覆すものである。

この発表が出された当時は、高級耐久消費
財であるクルマのユーザーにこのようなモデ
ルが受け入れられるのか不安視する声もあっ
たが、現在はそれらの懸念は払拭されつつあ
る。なにより、100万台以上のテスラ車が走
っていることがその証左であろう。

このような販売側の徹底したコスト削減に
よって、同社の売上高に対する販管費の比率
は、ここ 5 年で割合を10ポイント以上下げて
おり、15〜16％前後で一定している日系企業
と比較すると、その差は著しい。

このような新たなビジネスモデルを構築し
たことで、同社は、20年に初めてEV事業単
体として黒字を確保した。この年は、グロー
バル完成車メーカーが新型コロナウイルスの
影響で軒並み減収減益となる中、顧客のディ
ーラー訪問を必要としないテスラはほぼ影響
がなかったようである。今後も事業規模拡大
に伴い、このコスト構造の差はさらに大きな
競争力の差となっていくだろう（図10）。

（2）	 テスラがもたらした業界構造変化と	
	 ビジネスチャンス

このテスラのオンライン販売は、単に販売
コストを浮かせただけではなく、自動車業界
に大きな変化をもたらした。

従来の自動車販売業界は、自動車メーカー



17カーボンニュートラル宣言が自動車産業にもたらす機会と脅威

ブランドを代表する車種として期待されてお
り、既に欧州においてはテスラのモデル 3 に
続くシェアを確保するなど売れ行きは好調
だ。

さらにVWは、現時点でのグループで抱え
るEV専用のプラットフォーム（VWブラン
ドのMEBとアウディブランドのPPE）を将
来的に統合することを発表した。台数を束ね
るだけでなく、規格統一されたバッテリーを
組み合わせることでバッテリー容量を柔軟に
変更できるようにしたり、駆動システムもさ
まざまなラインナップから選択可能としたり
など、より効率的でかつ消費者のニーズに応
じた車両生産を両立させる計画である。

（2）	 エンジン車とEVの	
	 共有生産ラインの立ち上げ

もう一つはEVとエンジン車の混流生産が
可能な生産ラインの立ち上げである。

VWはEV専用のラインやEV専用工場も立
ち上げているが、これは専用ラインでも投資
回収が見込める量産車種に限ったものであ
る。他方、車両台数が見込めない高級車や商

は、各社の中央値付近に該当すると述べた。
ただし、販売台数で見た場合、23年には

100万台、25年には150万台を計画しており、
その頃には、グローバル完成車メーカーとし
ては、テスラを抜いて世界 1 位に躍り出る見
通しである。このような計画を立てる一方
で、利益率目標を過去 5 年間平均の 5 ％台か
ら 8 〜 9 ％に引き上げる計画である。こうし
たEVに舵を切りながらも収益力を上げてい
くカギは、緻密なモノづくり戦略にある。

（1）	 EV専用プラットフォームの開発
一つはEV専用のプラットフォームの開発

だ。エンジン車のプラットフォームでEVを
製造する場合、バッテリースペースに制約が
かかるため、搭載可能なバッテリー容量が限
られ、航続距離が短くなるという難点があっ
た。

この問題に対し、VWは「MEB」という
EV専用のプラットフォームをいち早く開発
し、EVのクルマとしての性能を最大限に引
き上げた。MEBベースでつくられた「ID.3」
という車種は、ビートルやゴルフに次ぐVW

図11　フォルクスワーゲンのEVモノづくり戦略

設計・開発

EVのクルマとしての性能を
最大化する

EV生産によっても
利益を生み出す

EV専用プラットフォームの開発
 （エンジン車ベースのEVは凍結）

エンジン車とEVの
共有生産ラインの立ち上げ

ブランド間でのEVプラットフォームを一本化し、
EV専用ライン・EV専用工場の立ち上げ

目的

移行期

成長期

生産
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持・向上を支える基盤となっている。
エンジン車も生産する既存の完成車メーカ

ーにとっては、少量生産からスタートする
EVをどのタイミングでどのような生産体制
を築いていくべきか悩ましい点であるが、
VWのような思い切った先行開発と柔軟な生
産戦略の融合は一つの参考になるであろう。

3 充電サービスを含めた
 事業モデル構築

これまで述べてきたように、自動車業界全
体がEVにシフトすると、最終的にバリュー
チェーンの中でも、川下プレーヤーの付加価
値およびCO2の削減効果が大きくなり、EV
利用段階での新サービスの提供がポイントに
なってくる。世界最大のEV保有国である中
国において、さまざまなEV利用段階のビジ

用車は、エンジン車との共通ライン・混流生
産ラインでEVを生産している。たとえば、
グループ会社の高級ブランドであるアウディ
のEVプラットフォーム（PPE）は、インゴ
ルシュタット工場でエンジン車のプラットフ
ォーム（MLB）と同じラインで流している。

今後はグループの数多くのブランド間でま
とまった車両台数を束ねることで、EV専用
ラインにシフトしていく計画であるが、既存
の資産を有効活用するモノづくり戦略はEV
シフトの過渡期として必要な措置と考えられ
る（図11）。

このように、VWにおいては、EV専用の
プラットフォームを早期に開発し、EVとし
ての性能を高めながら、生産ラインとしては
エンジン車との共存も図っていく、巧みなモ
ノづくり戦略とその実行力が、利益率の維

図12　EV充電サービス事業に参入した直近の事例

2019年5月

2019年10月

2019年11月

2020年3月

2020年3月

2020年8月

2020年9月

2021年8月

フォルクスワーゲンが地場系 3社と合弁で
CAMSを設立

NIOとCATLが共同で展開している「BaaS」事業体制

BMWのグリーン・チャージPoC※（ディーラーのファシリティを活用）

石油メジャー BPが参入（DiDiと合弁）

大手ディーラーグループの広匯が参入
 （国家電網と合弁し、BMW店舗でPoC）

アリババグループのアント フィナンシャル
が参入

電池最大手のCATLが充電インフラに参入
 （定置型電池とEVのシナジーを重視）

NIOとCATLがEV電池の管理会社を設立
（乗用車領域のBaaS事業を共同展開）

GLP社とCATLがEV電池の管理会社を設立
（商用車領域BaaS事業を共同展開）

BMWが国家電網との提携を強化
（3年間で100カ所のグリーン充電拠点を設置）

充電スタンド

太陽光発電グリッド 電気制御室
エネルギー
ストレージ

NIO

電池
パッ
クを
販売

運営
委託

車両購入（電池含まず）
運営サービスBaaS

ユーザー
電池パックをリース

最大12万元を引いた値段

●電池メンテナンス
●電池リユース
●電池リサイクル

〈将来〉
● V2G／ VPP
●電費管理サービス

電池容量

月額

電池資産管理会社※

70kWh

980元

100kWh

1,480元

BMW

出所）各種公開情報より作成
※PoC：Proof of Concept

※NIO、CATL、湖北科投、国泰君安の４社合弁
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ネスモデルが浮上してきた。とりわけ充電や
電池サービスをめぐり、自動車メーカーのみ
ならず電池メーカー、モビリティプラットフ
ォーマーも含めて、収益性とCO2ネットゼロ
の両立を目指しながら一斉に動き始めた。

図12に示されているように、最近ではVW
やBMWなどの外資系自動車メーカーが、パ
ートナー企業と提携しながら個人顧客向けの
充電と電池サービスの事業分野を狙って参入
してきた。ライドシェア・サービス最大手の
滴滴出行（Didi Chuxing）も、BP（ブリテ
ィッシュ・ペトロリアム）と共同で合弁会社
を設立し、中国でEVの充電設備の整備を進
めると発表した。そして、顧客接点を掌握し
ているアリババなどのデジタルプラットフォ
ーマーは、多様な顧客データ基盤を武器に、
EV充電領域に積極的に入ってきている。最
後に、世界最大手の電池メーカーのCATLは
乗用車領域でNIOと、商用車領域でGLP社と
の合弁によるBaaS（Battery as a Service）
事業を立ち上げ、電池のリース、リサイク
ル、メンテナンス、充電のほか、エネルギー
貯蔵など電池資産事業も手掛ける。

まずはBMWによって展開されているグリ
ーン充電サービスを見てみたい。BMWは中
国においてカーボンニュートラルの目標を達
成するため、電力会社である国家電網と連携
し、再生可能エネルギー源のEV充電への利
用拡大を図ろうとしている。まずは、北京市
内にある新車販売店のファシリティを活用し
て「グリーンエネルギーステーション」の実
証実験を開始した。エネルギーストレージを
備えた太陽光発電システムとEVを接続する
ものである。発電した電力でEVを充電する
だけでなく、販売店の電力消費が大きいとき

には、EVやエネルギーストレージに充電し
た電力を建物などで使うため、BMWは電力
会社と連携し、再生可能エネルギー源の利用
拡大をサポートする。今後は、国家電網およ
び各地の系列販売店と協力して、2021〜25年
までに全国で100カ所以上のこのようなグリ
ーンエネルギーステーションを展開する計画
である。また、ユーザー向けのスマホアプリ

（My BMW APP）でグリーン充電の予約か
ら、充電場所へのナビゲーション、代金の支
払い、グリーンポイントの付与が可能にな
る。

次に、NIOとCATLが展開しているBaaS
事業に注目したい。NIOはもともと電池交換
式の技術開発に注力してきた。電池パック、
車両、電池交換ステーション、クラウドベー
スのスケジュール管理システムで1500ほどの
特許を取得した。既に全国で電池交換ステー
ション681カ所（21年12月 7 日現在）を整備
しており、22〜25年には毎年600カ所を増設
する計画も発表している。このように電池交
換領域における先発優位性を生かしながら、
電池サービス（BaaS）事業を立ち上げたの
である。車両販売時には電池を除いて販売
し、電池はリースの形にすることで、EVの
イニシャル価格は最大12万元安くなる。ユー
ザーはサブスクリプションモデルに登録すれ
ば、電池サイズのアップグレード・ダウング
レードも必要に応じて自由に変更できる。
NIOは電池の購入や所有を取り扱うバッテリ
ー・アセット会社を、CATLなどと一緒に設
立した。この会社は電池のリースのほかに、
電池のメンテナンス、リユース／リサイクル
などのビジネスチャンスを獲得できた。また
将来的には、電力ネットワークとの双方向の
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は、関西電力と連携して、物流事業者向けの
サービス事業を立ち上げた。EV車両のみな
らず充電設備などのハードや付随するITシ
ステムを月額で提供するほか、運行管理シス
テムやエネルギーマネジメントシステムを融
合させ、車両の電力需要全体を最適化するソ
リューションを提供している。

いずれの事例も、EVというこれまでに触
れたことのない車両を導入するに当たって発
生する「顧客の不安・負担」に対するソリュ
ーションサービスをワンストップで提供して
いる点が共通している。

自動車メーカーにとっては、自社にはない
ノウハウを取り込まなければ、このワンスト
ップは実現し得ない。裏返せば、たとえば、
保険会社、ITプレーヤー、電力会社、イン
フラ運営事業者などの異業種にとっても事業
機会となろう。今後、EV普及を契機とし
て、顧客へのワンストップサービス提供に向
けた異業種連携はますます進むと考えられ
る。関連するプレーヤーには、自社の業界内
外にアンテナを張りめぐらし、最適なパート
ナーを見つけ出す目利き力とエコシステム形
成に向けての事業企画力が求められる。

5 グリーン・フリートマネジメント
本節では中国の物流業界でグリーン・フリ

ートマネジメントを実践している事例とし
て、グローバル大手ロジスティックス企業の
グローバル・ロジスティクス・プロパティー
ズ（以下、GLP社）を紹介する。

GLP社は、シンガポールに本社を置く先進
的物流施設のリーディングプロバイダーで、
日本、中国、ブラジル、米国および欧州で大
型物流施設の開発・運営を進めている。とり

取引を通じて新しい収益源への道も切り開い
たといえよう。

自動車メーカーにおいては、EV利用段階
におけるCO2排出（スコープ 3 ）の削減が求
められるようになっており、グリーン電力活
用型の充電／電池サービスネットワークの整
備に着手すべきである。同時にBaaSなどの
事業モデルを通じて、電池資産を「てこ」に
顧客との継続的な関係を築き、その基盤の上
に安定的な収益を得ることを目指す考え方も
ヒントとなる。脱炭素への取り組みと収益確
保との両立の可能性を秘めている。

4 EV関連サービスの
 ワンストップ化
（1）	 EVバスユーザー向けの
	 ワンストップサービス

中国の自動車メーカーでバッテリーメーカ
ーとしても知られているBYDは、自社のEV
バスに関連するサービス事業も展開してい
る。

EVバスを新規に導入するバス運行事業者
にとって、EVの取り扱いやメンテナンスに
はまだまだ不安があるものだろう。それに対
してBYDは、各国の整備工場と連携し、EV
バスの運用指南や、メンテナンス、トラブル
対応のサポートを行える仕組みを提供してい
る。将来はテレマティクス機能を追加し、車
両の運行管理サービスやEVバッテリーのモ
ニタリングなどのオンラインサービスを展開
する計画である。

（2）	 EVフリート導入サービス
	 （CUBE-LINX）

国内の大手トラックメーカー日野自動車
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であるG7やJUMAなどのフリートマネジメ
ントプラットフォーマーは、トラックに装着
されている後付けデバイスによるデータ収
集・運行情報分析サービスを提供する。ま
た、配送ルートのプランニングとエネルギー
マネジメントの両方に配慮したシステムデザ
インを可能にするため、EV充電のSaaSプラ
ットフォーマーである雲快充にも資本参加し
た。

このように、電池データ、車両運行データ
と物流データをベースに、エネルギーマネジ
メントを含めたフルパッケージ型のグリー
ン・フリートマネジメントが中国で実践され
始めている。強調したいことは、蓄えたデー
タに基づいて各々のユースケースにジャスト
フィットなEVトラックの仕様を決めている
点である。隠山資本は既にEVトラックメー
カーへの資本参加を通じて、車両企画と製造
への影響力を強化し始めている（図13）。

わけ中国においては、全国主要都市をカバー
している物流パークをベースに、合弁事業お
よび傘下の投資ファンドによる資本参加を通
じて、グリーン・フリートマネジメント領域
におけるトータル・ソリューションの構築を
急いでいる。

GLP社による中国のグリーンエネルギー分
野への正式な参入は2018年から始まった。カ
ナダのBrookfield社と合弁で分散型太陽光発
電事業を展開し、GLP社の物流パークを中心
に設置と運営を進めてきている。また、20年
に電池メーカー最大手のCATLと合弁で電池
資産管理会社を設立し、商用車領域のBaaS
事業にも進出し始めた。

さらに、傘下の投資ファンドである隠山資
本（Hidden Hill Capital） を 通 じ て、EV商
用車のフリートマネジメントとエネルギーマ
ネジメントの統合にふさわしいエコシステム
の構築に乗り出している。たとえば、出資先

図13　グリーンフリートマネジメントのプラットフォーマーを目指すGLP社

主要都市をカバーしているGLP社の物流施設 グリーン・フリートマネジメントの事業範囲（コールドチェーン物流の例）

太陽光発電
＆EV充電

EVトラックの
製造工場

ユースケースに
ジャストフィットな車両仕様
によるTOCの最小化

充電型と
バッテリー交換型

各車両の電池残高
積載状況と位置情報により
管理センターが配車指示

荷物ボックス丸ごとの
交換で効率的な

クロスドッキング可能 グリーン・フリート
マネジメントセンター

倉庫
（コールド
チェーン対応）

出所）（左図）GLP社Webサイトより転載 https://www.glp.com.cn/
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系企業らしい生き残り策について仮説を述べ
る。

1 カーボンニュートラルの
 選択肢を増やす

自動車業界においてカーボンニュートラル
を達成するにあたっての主役は、EV・FCV
などの電動車である。世間でも「エンジン車
＝悪役」という捉え方をされつつあるが、そ
もそも、悪役となるべきはCO2などの温室効
果ガスである。温室効果ガスの削減が本来の
目的であり、その選択肢を広げることが自動
車産業界全体の課題であるべきだ。この課題
について積極的に取り組んでいるのがトヨタ
自動車である。

（1）	 水素エンジン
水素エンジンとは、水素を燃焼させること

で動力を発生させるもので、ガソリンエンジ
ンと燃料供給系や噴射系の一部は異なるもの
の、基本的な構造は同じである。ガソリンエ
ンジンで培った技術の転用が利き、前述した
エンジン部品を製造する中小企業の雇用も守
られるという利点がある。もちろん走行時の
CO2排出はゼロである。

トヨタ自動車は2021年の耐久レースにおい
て水素エンジン車を走らせるなど、技術課題
の早期発見・解決を急ピッチで進めている。
いまだ高回転領域での異常燃焼など技術的な
課題は残されているが、EV普及期の30年代
までに量産にこぎつけられれば、EV・FCV
に次ぐ第三の選択肢として市場にも受け入れ
られる可能性がある。

このように、GLP社は自社が押さえている
巨大なユースケースの力と資本の力を通じ
て、次世代型のグリーン・フリートマネジメ
ントに必要なバリューチェーンを完結させよ
うとしている。さらに試行錯誤を危惧せずに
社会実装の早期実現を目指している。カーボ
ンニュートラル時代の中国らしいイノベーシ
ョンの萌芽事例といえよう。

日本の自動車産業にとっては、EVへの取
り組みが半歩遅れてきた故に、グリーン・フ
リートマネジメントのような社会実装型の事
業を開発する際の足かせにもなり得る。日本
をホームグラウンドにしながらも、海外勢力
との提携や海外市場での実証実験への参画な
どを通じて、海外市場で先行しているユース
ケースに磨き上げられた商品や、アルゴリズ
ムの活用方法を早期に検討すべきである。

Ⅳ	日系自動車産業の生き残り策

このように、EV時代に環境性と収益性を
両立させるには、EVの市場投入のみなら
ず、さらに踏み込んで、モノづくりの変革
や、関連するサービス事業の立ち上げを並行
させる必要がある。これらの課題解決に向け
て、前述した先進事例のビジネスモデルや戦
略は、日系企業にも適用可能なものも含まれ
るだろう。

ただし、日本においては第Ⅰ章で述べたジ
レンマもあり、先進事例をそっくり移植する
ことは恐らく困難であろう。結局は、事例を
参考にしつつも日本企業の強みを織り交ぜた
ユニークなビジネスモデルをいかに早く組み
立てていくかがカギとなる。

本章では、カーボンニュートラル時代の日



23カーボンニュートラル宣言が自動車産業にもたらす機会と脅威

れている。
日本政府はこれまで、水素エネルギーに強

い関心を示してきており、世界で初めて水素
の基本戦略を策定した国でもある。また産業
界としても、世界に先駆けて本格的に普及で
きるレベルの燃料電池・FCV量産技術を確
立してきた。たとえば、トヨタ自動車が2014
年に発売した世界初の量産FCV「MIRAI」
の場合、それまでの実証実験段階での 1 台 1
億円のレベルから723.6万円（補助金を活用
すると実質500万円で購入可能）のレベルま
で下げることを可能にした。とりわけ、燃料
電池システムの原価を20分の 1 にまで圧縮
し、世界初の市販に結びつけたのである。 6
年後の20年にモデルチェンジした二代目の同
車種は、燃料電池システムの性能と生産性の
さらなる向上を図り、航続距離を約 3 割延ば
すことに成功したほか、車両価格も一段と安
くなった。新型MIRAIはFCVの普及拡大期
の到来を想起させる次世代車となっている。

燃料電池は水素利用の飛躍的拡大に向けた
最重要技術であるが、それだけでは普及が進
まない。水素の製造、輸送や貯蔵などのイン
フラに関する技術も必要になってくる。この
広義の水素関連技術領域においても、日本は
世界をリードしている。日経アスタミューゼ
による特許分析では、水素領域において日本
には高い競争力を有する企業が多数存在する
こと、および、日本全体としての企業の競争
力は世界の中でトップクラスであることが示
された。図14に示されているとおり、日本政
府が発表した「2050年カーボンニュートラル
に伴うグリーン成長戦略」に定められた14の
重点分野において、水素分野の日本企業によ
る特許出願数は世界の半分以上を占めてお

（2）	 e-Fuel
e-Fuel（electro Fuel）とは、水素をCO2

との触媒反応で合成したカーボンフリーの液
体燃料である。既存のガソリンエンジンでも
動作することが確認されており、すなわち、
水素エンジンと同様、ガソリンエンジンのサ
プライチェーンは守られるという利点があ
る。また、EVやFCVでは充電ステーション
や水素ステーションなどの新たなインフラが
必要になるのに対し、e-Fuelは、既存のガソ
リンスタンド網をそのまま活用できるため、
社会全体としての投資コストを大幅に削減で
きる。

現時点では、トヨタ自動車のほか、ホンダ
や日産自動車、欧州ではアウディなどが燃料
開発を進めているが、大気からCO2を効率的
に回収する技術や、低コストで合成する触媒
技術が未確立であるなど、普及にあたっての
課題は大きい。

2021年 6 月、経済産業省は、「グリーン成
長戦略」において、30年までにe-Fuelの大規
模製造の実証を行い、30年以降、導入規模を
拡大し、50年までにガソリン価格以下のコス
トを実現するロードマップをまとめた。完成
車メーカーのみならず、要素技術を保有する
中小企業や研究機関、あるいは化学メーカ
ー、石油元売り事業者など官民連携・業界横
断の取り組みにより、同技術の早期確立を期
待したい。

2 水素関連技術の革新
主要各国では、脱炭素化の中で水素戦略を

含めた各種政策の立案、産業育成基金の設立
などを進めており、燃料電池アプリケーショ
ンもその中で重要な役割を担うことが期待さ
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すく、海外勢も容易にまねできない。このよ
うな技術分野にフォーカスして国際競争に臨
むべきではないか。

3 循環型ビジネスの立ち上げ
近年、「サーキュラーエコノミー」や「循

環型ビジネス」といったキーワードに関連す
るニュースをよく耳にする。自動車産業にお
いては、一度消費者にわたったクルマを回収
し、コアコンポーネントをリマニュファクチ
ャリングにより新品同様にして再度組み上
げ、準新車として市場投入するというビジネ
スモデルである。従来のリサイクルと違い、
素材レベルまではさかのぼらず、市場に近い
拠点から短いリードタイムで再供給する。こ
の循環型ビジネスは、ゼロからコンポーネン
トを製造するよりも、CO2の排出を大きく抑
えることが可能で、環境に優しいというメリ

り、高い国際競争力を有していることを物語
っている。

これらの足元の技術面の優位性は、今後も
継続できるのではないかと筆者らは考えてい
る。ナノ単位の材料技術から、ミクロン単位
の精密加工技術、そしてメートル単位の車両
技術まで、サプライチェーン全体による垂直
型のすり合わせが奏功しやすい領域であると
いえよう。たとえば、初代MIRAIの燃料電
池は 2 枚の電極板で触媒を挟み、その両側を
厚さ0.2mmのチタン板で挟んだものを370枚
重ねている。チタン板には超微細孔が開いて
いて、それらを一つ一つ開けると途方もない
金額になるが、これをプレスで同時に開ける
技術が開発できればコストは激減する注。こ
のような車両メーカーとサプライヤー、そし
て材料メーカーによるすり合わせが必要とさ
れる技術革新であれば、日本企業が活躍しや

図14　カーボンニュートラルにかかわる重点分野ごとの特許出願動向
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※日米欧WIPOの特許出願数を比較
出所）経済産業省「グリーンイノベーション基金事業の今後の進め方について」（資料2）（2021年3月4日）より作成

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/pdf/002_02_00.pdf
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CO2削減が求められている。
たとえば、欧州では、2024年から製造工程

などライフサイクル全体におけるCO2排出量
の申告を完成車メーカーに義務付けており、
この影響は部品メーカーにまで幅広く及ぶ見
通しである。

VWは、既にEV戦略車ID.3の部品調達で、
サプライヤーに対してもカーボンニュートラ
ルな部品の供給を求めている。国内でも、ト
ヨタ自動車は、直接取引をするTier1に対
し、CO2排出量を前年比 3 ％減にすることを
要請している。

このような動向を踏まえ、各社は工場のグ
リーン化を急ピッチで進めている。代表的な
例としては、工場で使用するエネルギーをす
べて再生エネルギーに転換するというもの
だ。アウディは、LCA規制導入を見越し、
世界 5 工場のうち既に 2 工場でカーボンニュ
ートラルを実現している。欧州の部品メーカ
ー大手のボッシュも、グリーン電力購入や再
生可能エネルギーの活用のみならず、排熱利
用、電源遮断管理など、IoTを活用した工場
全体のエネルギーマネジメントシステム導入
により、30年までに1.7TWhのエネルギー削
減をする計画である。また、同社は、自社工
場のカーボンニュートラル化で培ったノウハ
ウを子会社Bosch Climate Solutions社に集約
し、サービス事業として外部に提供してい
る。

このように、製造現場でのカーボンニュー
トラルは全メーカーに課せられているが、そ
れは同時にチャンスとも捉えられる。

日系製造業各社においては、カーボンニュ
ートラルが叫ばれる以前から各製造プロセス
の中での省エネに向けた取り組みを長年手掛

ットがある。
また、この循環型ビジネスが浸透すれば、

そもそも新車製造のための巨大な生産工場を
抱えなくても市場に製品投入が可能であり、
事業者は投資を抑えられる。加えて、新品並
みの性能を持ちながら新品よりも低価格に抑
えられるなど消費者にとってのメリットも高
いと考えられる。

具体的な解説については第三論考「サーキ
ュラーエコノミー化が創出する自動車バリュ
ーチェーンの新領域」に預けるが、このよう
なビジネスモデルは、日本が元来得意とする
領域と考えられる。「もったいない文化」が
根付き、かつ、消費市場に近いところでリマ
ニュファクチャリングを行うための多くの技
能者や、世界有数の修理工場網を抱える日本
ならではのカーボンニュートラルアプローチ
となるだろう。

4 製造工程での
 脱CO2ソリューション

これまで、カーボンニュートラルの達成に
向けて、走行時のCO2排出をいかに削減でき
るか、そのためにどのような製品やサービス
を市場に届けるかについて論じてきた。ここ
では、製造工程におけるカーボンニュートラ
ルに向けたアプローチと、それらをソリュー
ション事業として立ち上げた事例を紹介す
る。

製造工程におけるCO2排出は、乗用車のケ
ースで約 2 割弱を占める。各メーカーにとっ
て工場のグリーン化を進めることは、ネット
ゼロの実現に向けて必要不可欠な課題とな
る。さらに昨今では、いわゆるスコープ 3 の
範囲に該当する、サプライチェーン全体での
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においては、積極的にそのノウハウを外販す
ることで、新たな事業機会を生み出すことに
つなげられるのではないだろうか（図15）。

5 まとめ：求められる
 自動車産業政策

最後に、日本の取るべき自動車産業政策に
ついて、攻めと守りの両面から考えてみた
い。

（1）	 攻めの自動車産業政策
まずは、「官民一体によるユースケースづ

くり」を促進できる産業政策が求められる。
これからの時代、自動車単体ではなく、社会
システムへの融合こそ新しい価値創造やCO2

排出削減の要諦になる。材料や部品メーカー
などの川上プレーヤーと車両メーカーとのす
り合わせのみならず、社会システムとのすり
合わせも重要になってくる。すなわちエネル
ギーインフラ、サービサー、V2I通信技術や
交通管制インフラなどの交通システムなど、

けており、世界に誇れるノウハウが多数蓄積
されている。それらを外販できるレベルに汎
用化・昇華し、ソリューションパッケージと
して取りまとめられれば、自社工場のカーボ
ンニュートラル化に伴う負担を収益の源に転
換できる。

たとえば、自動車メーカーの工場で最も多
くのエネルギーを使う製造工程は塗装工程だ
とされるが、この塗装をシールで代替する技
術や、新塗装材料の改良により乾燥する際の
燃料使用量を抑制する技術などが開発・検討
されている。ほかにもプレス工程で熱工程を
削減できる常温プレスの技術、アルミニウム
の精錬時に発生するCO2削減に向けた触媒材
料など、さまざまな企画検討や開発が進めら
れている。

このような製造工程改良のアイデア出し、
そしてモノづくり現場での実現力は、まさに
日本のお家芸である。これまでは門外不出の
技術もあったであろうが、世界の工場すべて
がCO2フリーを目指さなくてはならない今後

図15　日系企業ならではのカーボンニュートラル実現に向けたアプローチ

日本自動車産業の特徴 日系企業ならではの
カーボンニュートラルアプローチ
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促進、データ標準化およびデータ基盤のオー
プン化につながる産業政策を強化する必要が
ある。

三つ目は、「強い要素技術の開発加速と国
際舞台でのPR」のための産業政策である。
これは内燃機関時代におけるドイツ勢の事例
が参考になる。

中国市場でVWとボッシュなどのドイツ産
業界は、適度な技術開示と政策当局への巧妙
な働きかけを通じて、自分達の得意技である

「ダウンサイジング・ターボ×気筒内直噴」
型ガソリンエンジン技術を低燃費技術のデフ
ァクト・スタンダードにさせることができ
た。そして政府向けの活動と同時に、マスコ
ミや一般消費者向けの技術宣伝活動にも注力
してきた。産業政策の優遇対象に認定された
ことと相まって、中国市場において同社が

「技術リーダー」であるという企業イメージ
の形成に大いに役立った。燃料電池やFCV
の領域では、前述のように日本の産業界が要
素技術開発という意味で既にグローバルリー
ダーになってきた。この先発優位性を活用し
て、国際舞台でのPRないしルールメイキン
グを通じてデファクト・スタンダード化を目
指すべきである。そのための産業政策面の支
援と後押しが必要であろう。

（2）	 守りの自動車産業政策
まずは、「技術安全保障制度の早期確立」

にかかわる産業政策が必要になる。近年、米
中間では、経済安全保障を背景として摩擦が
激化している。輸入関税の引き上げ合戦にと
どまらず、特定企業の締め出しやデータ管理
の厳格化など、幅広い技術領域にわたって両
国間での情報流通の遮断を進めることで、技

これまで自動車メーカーが経験したことのな
い多様な異種格闘技戦を強いられる時代にな
るであろう。それに備えて、官民一体でユー
スケースを早期に形成させ、実証実験をしな
がら、技術開発へのフィードバック・ループ
を加速させる必要がある。前述のグリーン・
フリートマネジメントを実践しているGLP社
のユースケースも好例であり、それにふさわ
しい産業政策、たとえばピンポイントの規制
緩和、特区設置、実証実験支援のための財政
出動などにかかわる産業政策について検討す
べきである。

もう一つは、「非競争領域における業界横
断の取り組み」を支援する産業政策である。
これからの自動車産業は、自動車自身のデジ
タル化のみならず、電動化に伴うエネルギー
インフラのデジタル化、ないしは社会交通シ
ステムのデジタル化が一段と進化していくと
予想されている。すなわち、デジタル関連技
術の進化とデータ駆動型の事業・サービスモ
デルの開発が大きな付加価値をもたらす時代
になる。日本が得意としてきた垂直型の産業
構造では対応しにくくなることを認識し、個
別業界・企業に閉じずに、社会システムの中
で横断的な取り組みを進める必要がある。

たとえば、内閣府「戦略的イノベーション
創造プログラム」（SIP）では、自動運転の
キーテクノロジーとして「ダイナミックマッ
プ」プラットフォーム事業を推進し、さまざ
まなデジタル情報を標準化して地図に掲載
し、さらに業界横断的な共同利用によるシス
テムの共通化を進めている。このような取り
組みは、「自動車×カーボンニュートラル」
の領域でも期待されている。そのためには、
デジタルツール・IoTインフラの共同利用の
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所が 1 台できれば、それだけでFCV200万台
に相当する水素を消費することになり、FCV
などの水素自動車向けの水素供給は、少なく
とも導入初期段階において、発電用の水素サ
プライチェーンに依存することになる可能性
があるためだ。先に掲げた日本ならではのジ
レンマを解消するためにも、こうした運輸・
発電両部門での最適な方法でのCO2削減、さ
らにはそれを踏まえた自動車産業振興を実現
する政策が必要である。

最後に、「下請けメーカーのセーフティネ
ット確立」を目指して、産業政策を打ち出す
必要がある。NRIは「電動車分析用産業連関
モデル」に基づいて試算し、EVシフトによ
り乗用車にかかわる国内生産額は最大10％減
少する可能性があると結論付けた。とりわ
け、エンジン部品を製造する鋳鍛造部品の下
請けメーカーにとっては、前述のとおりに
EVシフトは逆風でしかなく、死活問題だと
いっても過言ではない。中小企業を含めた部
品メーカーの経営を維持し、EVなどの新業
態・新分野への開発投資を促すような仕組み
を、業界全体で整備していくことが必要と思
料している。そのための研究開発投資への税
制優遇や、人材再教育にかかる教育費用への
政策支援が求められている。また、水素や再
生可能な電力でつくられた合成燃料を利用し
た内燃機関の開発も、第Ⅱ章で述べたジレン
マの一つである日本の地方経済や雇用・産業
基盤を維持するという観点から、救世主とな
り得る。

以上のように、カーボンニュートラル時代
において、日本、および日系企業はさまざま
なジレンマを抱えており、それらは、過去経

術立国としての地位を維持する狙いである。
日系企業にとって、これらは対岸の火事で

はない。両国企業の事業拡大において、両国
間のデカップリングを視野に入れたきめ細か
い対応が必要になるほか、自社が保有する技
術を守っていくことが求められる。過去、日
本企業は半導体や液晶パネル、あるいは電池
といった高い競争力を持っていた技術領域
を、軒並み諸外国に流出させてしまった苦い
経験がある。自動車は製造業に残された、数
少ない技術優位性を保っている産業ではある
が、昨今のEVシフト、水平分業化によっ
て、それらの壁は再度崩されようとしてい
る。岸田政権発足後、経済安全保障担当相の
ポストが新設され、制度設計が議論されてい
るが、今後は民間企業の意見も積極的に取り
入れつつ、健全なビジネスができるルールを
急ピッチで整備する必要があろう。

次に、「一次エネルギー構成のグリーンシ
フト」を促進させる産業政策も重要になると
考えられる。前述のように、日本はドイツな
どのEU諸国と比べると発電に占める再生可
能エネルギー比率が低く、それゆえにEVの
導入が環境面でベストチョイスにならない現
実がある。政府は2021年10月に第 6 次エネル
ギー基本計画を策定し、30年までに再生可能
エネルギーの導入量を36〜38％以上とするこ
とを目指すという野心的な目標を発表した。
こうした目標の達成は自動車産業政策の観点
からも非常に重要である。

さらに、30年に 1 ％を目指すとした水素・
アンモニア発電については、発電のみの議論
で完結するのではなく、FCV、水素エンジ
ン、e-Fuelなどの活用と合わせて議論するこ
とが肝要である。100万kWの専焼水素発電
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験がない高い壁となり迫ってくるであろう。
一方で、日本らしい解決アプローチや、それ
らを後押しする攻めと守りの産業政策はまだ
数多く残されている。「モノづくりニッポ
ン」を将来にわたって「日本のブランド」と
して掲げ続けるためにも、官民一体となった
取り組みを推し進めてほしい。

注

リクルートワークス研究所「成功の本質 第79回 
MIRAI／トヨタ自動車」
https://www.works-i.com/works/series/seikou/det 
ail002.html
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